
平成 30年 1月 30日 

 

一般社団法人日本小形風力発電協会 意見交換会 

議事録 要約 

 

１、開催日時：2018年 1月 30日(火)  14:00 ～ 16:00 

 

２、開催場所：TKP上野ビジネスセンター カンファレンスルーム 2B 

 

３、参加者： 

 

  

NO 所属 氏名
1 Tozzi Green Japan(株) Federico Michel　
2 Tozzi Green Japan(株) Sven Herpening　
3 内田鍛工(株) 仲野雄也
4 内田鍛工(株) 村上嘉浩
5 ENNERA　KAIHATSU(株) 西室森
6 ENNERA　KAIHATSU(株) 山本　様
7 (株)ﾗｲﾌｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 宮内英明
8 サンワコムシスエンジニアリング(株） 向山口博
9 サンワコムシスエンジニアリング(株） 栃本仁
10 (株)テンアローズ 中沢十矢
11 (株)シエスタゲート 樋口　様
12 (株)ナチュラルプロモーション 金子郷太
13 (株)LIXIL 川合和之
14 日本小形風力発電(株) 半澤弘行
15 会川鉄工(株) 志賀博
16 (株)ビルメン鹿児島 野元一喜
17 (株)ビルメン鹿児島 末元博徳
18 (株)エネルギーファーム 浪川憲司
19 国際気象海洋(株) 中島優香
20 (株)安川電機 中村謙一郎
21 (株)応用気象エンジニアリング 栗原真基
22 WinPower(株) 沼尻洋一
23 日本コンクリート工業(株) 三ツ井　様
24 (株)エグザラスウインドジャパン 菊地　様
25 ゼファー(株) 伊勢崎功
26 JSWTA 田中朝茂
27 JSWTA 久保昌也
28 JSWTA 黒崎保秀
29 JSWTA 杉崎健
30 JSWTA 井上清
31 JSWTA 酒谷良典
32 JSWTA 進　　守



４、内容 

 

① 現状認識と今後の取り組みについて 

 ・第 35回調達価格等算定委員会の小形風力に関する資料に基づいて委員会案

の説明があった。 

 ・第 33回の算定委員会にてヒアリングが実施され、協会が小形風力の状況に

ついて与えられた 5 分程度の時間で説明をし、協会の理事会で決定した調

達価格の維持を要請した旨説明があった。 

 ・協会は、事前に内容を知っていたのではないかという疑問が生じているが、

委員会前日の 2018 年 1 月 18 日に経産省に呼ばれて説明を受けたが、当日

発表した資料は開示されずに、委員の先生から大型風車と一本化にすると

いうコメントが出るとの話があり、初めて認識したとの説明があった。 

 ・調達価格は例年 3月に決定となっており、2月の中旬頃にパブリックコメン

トが出され、その後正式決定となるという認識であるので、まだ正式決定で

はない。 

 ・今後の協会としての方向性として、2018 年 1 月 23 日に臨時理事会を開催

し、協会として経産大臣や国会議員等に要望書を提出することが決定した。

また、他の団体と協力して要望書を提出することも検討している。スケジュ

ールとしては 2月上旬には要望書を提出する予定である旨説明があった。 

 

②会員からの意見 

・ 今回の算定員会案で採用しているデータに不信感があり、稼働率を例にと

ると自社の稼働率は 55％であり、稼働率の資料を提出する必要がある。 

・ 稼働率の実態を調査し、データを提出すべきである。風況調査を行わずに

設置した案件のデータを委員会で採用している為に、稼働率が低くなって

いると考える。当社で風況調査を行い設置した青森、秋田の案件の稼働率

は 35％から 45％で稼働している。 

・ 海外メーカーを取り扱っているが、国内の輸送費については 20％から

30％減少していると考える。また、設備利用率は、毎年変わるものである

から 1年間のデータを観るのではなく、2年から 3年間のデータを観て協

議して欲しい。 

・ 業界団体として実情・実態をエネ庁、算定委員会の委員へ陳情すべきであ

る。特にエネ庁は、不退転の決意で臨んでいるとかんがえられるので、委

員会の示した根拠に対してしっかりと反論すべきである。 

・ 経済産業省などは、JSWTA は小形風力業界唯一の業界団体として見てい

るので、JSWTAが協会として陳述するべきである。 

・ 外資家メーカー会員は、共同で外務省に要望書を提出する予定である。 

・ 新聞、テレビ、ネット等のマスメディアを利用して国民に訴えるのことが

効果的である。 



・ マスメディアを利用することは反対である。 

・ 調達価格 55 円で国民が納得する要望を提出しないと経済産業省は要望を

無視すると考える。 

・ 国会の予算審議委員会で野党から質問をしてもらい、小形風力が雇用創出、

地域創生に貢献していることを内閣、国民に理解して貰う活動をする。ま

た、国民に小形風力の利点を知ってもらう活動する必要がある。 

・ 独自に声明書を作成してきたので、参加者に配布させて頂きたい。また、

この声明文に同意頂けるならサインをお願いしたい。サインが集まれば協

会と合同、もしくは弊社単独で提出を行いたい。 

 

③ 最後に 

・ 理事長名で協会として要望書を提出することに賛成であり、異論はないと

いう意見が多数あった。 

・ JREPO、JCEP、JWEAなどの他団体と協力して要望書を出すことを検討

する。 

・ 田中理事長より、今週中（2/2 まで）に協会要望書に追記して欲しい意見

があれば協会へ連絡して欲しい。協会では要望書をまとめ、経済産業省や

国会議員に提出する旨説明があった。 

 

 

                               以上 



経済産業省との打合せの経緯について 2017年度 
                     

                  一般社団法人 日本小形風力発電協会 

                           事務局 進  守 

 

 

〇日 時： 2017年 5月 16日 17:30～18:30頃迄 

〇参席者： METI；佐藤課長補佐、菅係長、金子室長補佐、沼尻係長 

      JSWTA：田中理事長、久保副理事長、進 

〇内 容： 

・ 2016年 11月 9日に、弊会が策定した小形風車ガイドラインやＦＩＴ法改正

案に関する相談のための打ち合わせを実施したが、その後面談の時間が空い

ていたため、当協会より面談の依頼を行った。 

・ JSWTA より、この 2 月で NEDO 事業が終了したため、今後 JSWTA0001

の改正に向けた相談を行う。 

・ METI より、FIT 法改正後の状況をヒアリング、JSWTA としては特に大き

な問題はなく、逆に良い改正にであったとコメントする。 

・ 現在、小形風車のFIT導入量は殆ど少ないが、50M～100Mを達成した場合、

電源として認識されてくるため、20kW未満の小形風車の事故情報やメンテ

ナンスなどに関する課題を共有した。 

 

〇日時 ： 2017年 10月 12日 16:00～17:00 頃迄 

〇参席者： METI；梶課長補佐、菅係長 

      JSWTA：田中理事長、久保副理事長、進 

〇内 容： 

・ 新エネルギー課課長補佐呉村氏が異動となり、後任の梶氏が JSWTAに挨拶

したいという連絡を受け、面談を行った。 

・ 電力安全課からの依頼で 10月 20日に経産省職員向けの研修のあり、小形風

力発電をテーマとして田中が講師として参加することを伝える。 

・ METI から、今年の FIT 価格算定委員会はバイオマスの議論が中心となり、

他電源はその後の委員会での議論となるとの説明があった。 

・ また、小形風力の FITに関しては認定量が増えてきており、この要因は何か

委員が注意深く見ている。昨年の宿題は 2つあり、国内における FITのデー

タを収集すること、海外の状況を調査することを委員より指示を受けている。 

・ FIT制度で義務付けられている定期報告のデータが小形風力で少ない為、協

会会員にデータ提出の告知を依頼される。 

 

〇日時 ： 2017年 11月 16日 18：15～19:00 頃迄 

〇参席者： METI；梶課長補佐、酒井係長、小松企画調整係長、菅係長 

      JSWTA；田中理事長、久保副理事長、進 

〇内 容： 

・ METIより連絡を受け、打ち合わせを実施した。 

・ 2018 年 1 月に開催予定の小形風力発電普及セミナー登壇お願い（メール連

絡済み）と、酒井様に講演いただく方向で調整・検討いただく。 



・ 12 月 14 日の算定委員会にて業界ヒアリングを実施するので、JSWTA に参

加してほしい。プレゼンの時間は 5分程度。プレゼン資料を事前に作成、提

出するようMETIより依頼される。 

・ FITの稼働状況に関して、現状の小形風力は海外メーカーが多く、5～6機種

の稼働がスタートしているとの情報を共有した。 

・ METIは、算定委員会を前に、世界の小形風車の市場調査を実施、詳細な報

告書を見つけることができなかったが、WWEA レポートについては業界で

も知られていることを確認した。 

 

〇日時 ： 2017年 11月 30日 14：00～15:00 頃迄 

〇参席者： METI；梶課長補佐、酒井係長 

      JSWTA；田中理事長、久保副理事長、進 

〇内 容： 

・ METIより、業界ヒアリングのプレゼン資料に関する打ち合わせの依頼を受

ける。 

・ 設備認定量と導入量の乖離について、設備認定を受けているが接続契約を受

けている機種が少ないこと、NK 認証を取って設備認定を受けても接続契約

ができるとは限らないことを丁寧に説明するようにと METI より意見を貰

う。 

・ また、将来ビジョンや FIT後の自立した姿を示すようとの指示を受ける。 

・ 小形風車のプレゼンは 5分程度、全体の質疑応答は 20分ほどの時間である。 

・ JSWTAでは、複数基設置（20kW→例えば 200kW）の枠組み拡大を提案し

たが、METIからは現在の土地の分割を促進する等の否定的な意見もあった。 

・ METIより小形風力の設備利用率に関して低いとの指摘があったが、JSWTA

からは設備利用率を評価するのに N数 65は少ないこと、設置当初は展示品

やトレーニングを目的に設置するケースも多く低くなっているが、設備利用

率が 30％を超える事例をプレゼン資料で説明をするとコメントした。 

 

〇日時 ： 2018年 1月 18日 10:00～11:30頃迄 

〇参席者： METI；梶課長補佐、酒井係長 

      JSWTA：田中理事長、久保副理事長、進 

〇内 容： 

・ METIより、19日の調達価格等算定委員会の前に打ち合わせを行いたいとの

連絡を受ける。 

・ METI より、明日の委員会案として、2018 年度の 20kW 未満の調達価格を

20kW以上のものと統合するとの報告を受ける。 

・ 協会としては、20円/kWhでは 1件も申請が出ない、FIT事業が開始され業

界としては多額な新規投資を投入されたがすべてが無駄になる、事業撤退や

倒産企業が急増するなど業界が破綻するなど強く反論を行い、統合に関して

再考を要請した。 

 

 

以上 













































































2018 年 2 月 5 日 

一般財団法人 日本クリーン環境推進機構 

 

 

大形風車と小形風車の固定価格買取制度を統合するという見解につきまして(案) 

 

JCEP では、これまで、エネルギーベストミックスの観点から、再生可能エネルギーの中で

も、特に普及の進んでいない分野について、事業成立性を検証する活動を推進し、事業環境

の改善に取り組んでまいりました。また、その成果は、講演会・勉強会等を通じてご提供し

てきたところであります。 

 

 小形風力発電につきましても、皆さまのご助力をいただきながら、一昨年より、事業課題

の整理や、現行の固定価格買取制度に沿った事業成立性についてご提案して参りました。 

 

 この度、第 35 回調達価格算定員会（平成 30 年 1 月 19 日開催）において事務局案とし

て、20kW 未満の風力発電機の固定価格を現行の価格（55 円／kW）から、20kW 以上の風

力発電機の価格区分（20 円／kW）と統合すると発表がありました。 

 

この件につきまして、JCEP では、小形風力発電に係わる企業・事業者へ、ご意見を募集い

たしましたところ、制度改革に対する検討を願う多くのご意見を頂戴いたしました。  

 

以下のご意見内容を整理し、ご報告させていただきます。 

 

 

意義 

・小形風力発電は、再生可能エネルギーによる電力導入の目標値へ寄与するだけでなく、分

散型電源として、地域に調和的に導入することが可能であり、CO2 削減、電力品質維持の

ための系統強化が不要、都市環境では、持続可能で再生可能な技術への意識を高める、とい

うような優位点がある。 

 

開発期間 

・小形風車については、他の電源と比較して、R&D に公的・プライベート共に大きな投資・

支援を受けておらず、FIT 前の助走期間は十分ではなかった。事実上、本 FIT 開始が漸く

本格的な公的な支援制度となった。 

 

・FIT 制度開始によって市場の注目を浴び、多くの企業の参入に繋がり、開発は促進された



が、一方で、導入には準備期間を要し、主に①日本の厳しい認証制度の取得 ②日本の市場

環境に合わせた建設・メンテナンス体制の構築、及び従事する人材の育成といった点で、適

切な事業環境の提供に必要であった反面、多くの時間と投資がかかった。 

  

・発電所の建設期間は短いといっても、環境アセスが不要な分、地元の理解促進や、環境の

保護など、自主的に慎重に事業を進めた結果、事業用地が決まった後でも、早くても 6~8 か

月程度の時間がかかる現状がある。さらに今年度は、FIT 法の改正もあり、その対応によっ

て投資タイミングも変わってきた。 

 

設備利用率 

・FIT 開始から 5 年で、111 件のデータは、何らかの理由によりほぼ稼働していない案件も

含まれており、決して十分なデータ数とは言えない。 2017 年 9 月現在で 339 件が稼働し

ているので、少なくともこの年間稼働データを取得後に判断するのが妥当ではないか。 

 

・事務局資料でも、設備利用率は、中央値 7.6%から、2015 年は 9.9%に向上している。 

 当初は、設置場所選定の難しさから、風況の弱い地域への建設など失敗事例も見られたが、

事前の風況把握など適切な事業計画策定の重要性が周知されてきており、今後は、飛躍的に

利用率は上がってくると予想される。 

 

統合の弊害 

・統合後の価格では、現状いかなる手法でも固定価格制度の基での事業は困難である。 

ほとんどの企業が事業撤退となり、一気に市場の終焉を招く。 

・メーカーの撤退も予想され、部品供給やメンテナンス不能となる恐れもあり、既設風車に

も影響が大きい。  

 

要望 

・いずれは固定価格を低減し、FIT からの自立を目指すことは業界・事業者の共通の認識で

あるが、しかし、性急すぎる変更は、産業を根こそぎ失うことになる。 

・市場の広がりによってコスト削減が進むとみられ、貴重な再生可能エネルギー市場の育成

環境の維持していただきたい。 

・従って、他の電源と同様に、徐々に単価を下げていくべきである。 あるいは企業経営の

観点からは、一定の告知期間を設けるべきと考える。 

 

以上の意見をご勘案頂きまして、今般の制度改革につきましては、何卒再検討をお願い申し

上げます。 

 



 

 

本件に関するお問い合わせ先 

一般財団法人 日本クリーン環境推進機構 

〒104-0064 

東京都中央区銀座 1-14-14 森川ビル 3F  

TEL 03-5214-3572 / FAX 03-5214-3573 

URL http://jcep.or.jp/ 

 


	iken02
	keizai_2017
	youbou_a
	youbou_b
	chinjyo1802
	jreporit1802
	jcep1802

